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高森町地域防災計画の改訂／概要 

令和 3（2021）年 6月 29 日  

 

 

■背 景 

 高森町では、平成 29 年度に地域防災計画の修正に着手、令和元年６月に改訂したところですが、

平成 29 年度以降の関係法令や関連する計画の改正、指針等の策定を踏まえ、更に見直しました。 

 

 

 

■主な修正内容 

 

  

１．長野県地域防災計画の修正内容の反映 

２．掲載データの最新状況への更新 

３．組織名・関係機関名の最新状況への更新 

４．避難情報に係る項目の更新（令和３年５月２０日） 

５．南海トラフ地震防災対策推進計画に係る項目の追加 



2 

 

１．県の地域防災計画の修正を踏まえた計画内容の改訂 

平成 29 年度から令和元年度までの長野県地域防災計画の修正を踏まえて、高森町地域防災計画を

改訂しました。長野県地域防災計画の修正内容のうち高森町地域防災計画へ反映した項目のみ掲載

しています。各項目末尾の（  ）内が反映した箇所を示しています。 

 

▼平成 29年度長野県地域防災計画の主な修正内容 

１．熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援等検討 WG報告等を踏まえた修正 

① 被災地の生活環境の改善 

・市町村庁舎が被災した場合においても避難行動要支援者名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情

報の適切な管理に努める旨記載（第２章 災害予防計画 第８節 要配慮者支援計画） 

・避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家との定期的な情報交換に努める旨記載 

（第２章 災害予防計画 第１１節 避難の受入活動計画） 

② 応急的な住まいの確保や生活復興支援…効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシ

ステムの活用について検討する旨記載（第２章 災害予防計画 第３２節 災害復旧・復興への備え） 

③ 物資輸送の円滑化…輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握するなど民間事

業者との協力体制を構築する旨記載（第２章 災害予防計画 第１節 災害に強いまちづくり） 

④ ICT の活用…被害情報等を迅速かつ正確に分析等するための最新の情報通信関連技術の導入に努

める旨記載（第２章 災害予防計画 第３節 情報の収集伝達） 

２．平成 28 年台風第 10号災害を踏まえた課題と対策の在り方等を踏まえた修正 

・要配慮者利用施設の所有者または管理者は、自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計

画を作成する旨記載（第２章 災害予防計画 第３５節 企業防災に関する計画） 

・市町村が時機を失することなく避難勧告等が発令できるよう、県が積極的に助言する旨記載（第３

章 災害応急対策計画 第１３節 避難受入および情報提供活動） 

・躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞り込むなど、

全庁を挙げた体制の構築に努める旨記載（第２章 災害予防計画 第１１節 避難の受入活動計画） 

 

 

▼平成 30年度長野県地域防災計画の主な修正内容 

１．「大規模災害発生時の対応についての課題検討」に基づく県独自の修正 

(1) 大規模停電対策…需要量に対して十分電力が供給できない見込みの場合の、節電の呼びかけに関す

る記載を追加（第３章 災害応急対策計画 第２２節 電気施設応急活動） 

２．国の防災基本計画の修正に伴う修正 

(1) 平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害等を踏まえた修正…洪水予報河川以外の河川等において、市町村

が必要に応じ、避難勧告等の発令基準の策定を行う旨追加（第２章 災害予防計画 第２節 災害発

生直前対策） 

３.その他 

・男女共同参画や多様な主体が参画した組織づくりを推進するため、県や市町村の取り組むべき内容

を明確化（第２章 災害予防計画 第３４節 自主防災組織等の育成に関する計画） 
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▼令和元年度長野県地域防災計画の主な修正内容 

１．国の防災基本計画の修正に伴う修正 

(1) 平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難対策に関する修正 

・「自らの命は自らが守る」意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等を追加（第１章 総

則 第２節 防災の基本理念および施策の概要等） 

・住民の避難行動等を支援する防災情報の提供（５段階の警戒レベルの導入）について追加（第３章 災

害応急対策計画 第１３節 避難受入および情報提供活動等） 

(2) 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応に関する修正  

・南海トラフ地震臨時情報が発表された際の対応について新たな章を新設（第６章 南海トラフ地震に

関する事前対策活動を新設） 

２．令和元年台風第 19号災害に基づく県独自の修正 

(1) 風水害対策 

・道路管理者並びに警察等が特別警報等発令時に通行規制が必要な道路や橋梁についてあらかじめ検

討することを明記（第２章 災害予防計画 第２５節 道路および橋梁災害予防計画） 

(2) 防災会議構成機関からの意見に基づく修正 

・良好な生活環境を確保するため、指定避難所において、冷暖房施設の整備に努めることを明記（第

２章 災害予防計画 第１１節 避難の受入活動計画） 

 

 

２．掲載データの最新状況への更新 

町の人口等に関するデータや所有物等のデータを最新の状況へ更新しました。 

 

※資料編は省略 

 

章 頁 修正内容

1章 1-4-1～1-4-2 町の人口を令和2年10月1日現在に更新

2章 2-12-1 表2-12-1 アルファ米の数量を更新

3-2-10 有線放送電話の項目を削除

3-5-2 表3-5-2　指定ヘリポートの一部施設の所在地を修正

3-7-3 表3-7-1　救護所設置予定場所一部施設の所在地を修正

3-7-4 表3-7-2　医療施設の一部施設を削除

有線放送電話の項目を削除

3-7-5 表3-7-3　救急車両配置一覧の救急隊名を追加

表3-7-4　町指定ヘリポートの一部施設の所在地を修正

表3-7-5　町内薬局一覧の一部施設を追加

有線放送電話の項目を削除

3-13-9 土砂災害の避難判断基準を修正

3-13-17 表3-13-2　イ.一時避難所・避難地を修正

3-13-19 表3-13-2　エ.災害時要配慮者福祉避難所の一部施設の所在地を修正

3-14-2 表3-14-1　食料品取扱業者の業者名を追加及び削除

3-15-2 表3-15-2　給水用資機材を修正

3-16-2 表3-16-1　生活必需品取扱業者の業者名を追加及び削除

3-17-4 表3-17-1　所有している感染症予防資機材を削除

3-19-2 表3-19-1　粗大ゴミ処理業者を追加

資料-4 指定避難場所一覧　イ.一時避難所・避難地　を修正

資料-6 指定避難場所一覧　エ.災害時要配慮者福祉避難所を修正

資料-18 山腹崩壊危険地区、崩壊土流出危険地区を修正

資料-23 重要水防区域を修正

資料-24 重要水防区域を修正

資料-27～32 警報の種類・発表基準を修正

資料-36～37 災害広報文例を修正

資料-39 水防倉庫及び質機材の備蓄状況を修正

資料-41～42 町有車輌一覧を修正

資料-43 配水池・給水施設の能力を修正

資料-43 町内等工事業者一覧を修正

資料-44 上・下水道指定業者を修正

資料-45 町内の指定・登録文化財一覧を修正

資料-46～48 救助の実施要領の基準を修正

資料-81 応援要請書を修正

資料-82 応援要請書を修正

資料-84 災害時における相互応援に関する協定書(美馬市)を修正

資料-85 応援要請書を修正

資料-86 応援要請書を修正

資料-88 災害時における相互応援に関する協定書(熊本県高森町)を修正

資料-89 応援要請書を修正

資料-90 応援要請書を修正

資料-105 災害報告を修正

資料-106 災害報告を修正

資料-107 災害報告を修正

資料-133 表２１の２　災害概況即報　を修正

資料-139 様式　長野県消防防災航空隊出動要請　を修正

資料-143～144 被災証明申請書　を修正

3章

資料編
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３．組織名・関係機関名の最新状況への更新 

庁内の組織名や関係機関名を最新の状況に改めました。 

 

 

４．避難情報に係る項目の更新 

令和３年５月の国の「避難情報に関するガイドライン」の改定に伴い、「避難準備・高齢者等避難開始」

を「高齢者等避難」、「避難勧告」を「避難指示」とし、避難判断基準も改めました。 

 

 

５．南海トラフ地震防災対策推進計画に係る項目の追加 

令和元年５月の国の南海トラフ地震防災対策推進計画の策定を受けて、本計画に反映しました。具体

的には「第７章 南海トラフ地震防災対策推進計画」を設けました。 

 

 

 

■今後の方針 
高森町地域防災計画がより実効性のあるものとなるよう、今後も、訓練等を通じて課題の検証・検討

を行い、今後も必要に応じ計画を改訂します。 

また、県の「地域防災計画」が修正された場合には、整合性を保つために、必要な修正事項を高森町

地域防災計画に反映します。 

 

 

 

 


